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研究成果の概要（和文）：高齢者や障害者のニーズに合った避難に必要な要素を調べた。日本では、身体・認知
機能による避難所の振り分け、一般避難所の福祉スペース活用、適切な福祉避難所指定、県による自治体支援、
住民と自治体の協働による個別避難計画作成が重要だと示唆された。タイでは、自治体とコミュニティとの協
働、指揮命令系統の確立、地域ボランティア・民間企業等による支援の重要性が示唆された。
今後は、要配慮者の避難場所について在宅避難も含め、更なる検討が必要である。

研究成果の概要（英文）：The study examined the factors necessary for evacuation to meet the needs of
 older or disabled people. In Japan, the study suggested that it is important to: 1) allocate 
evacuation centres according to physical and cognitive function, 2) utilise welfare spaces in 
general evacuation centres, 3) designate appropriate welfare evacuation centres, 4) provide 
prefectural support to local authorities, and 5) develop individual evacuation plans in 
collaboration with residents and local authorities. In Thailand,
We found that the importance of: 1) collaboration between local authorities and communities, 2) 
establishing a chain of command, and 3) support by local volunteers and private companies was 
suggested.
In the future, further discussion is needed on evacuation sites for older or disabled people, 
including home evacuation.

研究分野： 公衆衛生学、災害疫学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では要配慮者は福祉避難所のみならず、医療機関、介護施設、在宅避難など様々な場所に避難していた。タ
イでは自治体に防災専門職がおり、組織横断的に災害対応していた。災害が多発している昨今、災害軽減のため
には、自治体が要配慮者の避難場所を事前に把握し、かつ適切に整備することが重要である。そのためには自治
体は防災部門のみではなく保健医療福祉部門と連携し、地域住民とも協働していく必要がある。本研究ではその
新たな知見を得られ、要配慮者の被害軽減に寄与し得る社会的意義の高い研究となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
全世界で自然災害の発生数が増加した。災害時には高齢者、障害者等の要配慮者が多く被災し

た。東日本大震災（2011 年）では、被災地全体の死者数のうち高齢者が約 6 割、障害者の死亡

率は被災住民全体の約 2倍であった。第 3 回国連防災世界会議では「仙台防災枠組 2015-2030」

（2015 年）が採択され、災害時に要配慮者の安全確保・健康への悪影響を最小限にすることの

重要性が明記された。しかし、災害時に要配慮者は家族以外の人と同じ場所にいることが困難等

の理由から避難所に行かず、危険な家屋であっても在宅避難しているという課題が報告された

（高杉ほか，2020）。要配慮者対象の避難所に関するレビュー論文では、グッドプラクティスの

要件として、①要配慮者のニーズの把握・避難場所の確保、②自治体・関係者の責任の明確化、

③ケアの継続、④地域における準備・訓練の実施の 4点が挙げられた。また、日本の福祉避難所

のように要配慮者と一般住民を分けた避難所の導入は、海外では珍しい取組であると指摘され

た(Kako et al., 2020)。障害者向けの適切な避難所運営に関するレビュー論文では、障害者の

ニーズに合った支援が不十分、自治体職員の障害者に関する知識不足等、改善すべき点が整理さ

れた(Twigg et al., 2011)。しかし、日本および米国のエビデンスが多く、海外の要配慮者の避

難のあり方を調査する研究は不十分であった。国際比較研究を通じ、各国の工夫・課題等を明ら

かにすることが求められていた。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、要配慮者のニーズに合った避難に必要な要素を国際比較研究で俯瞰的に明

らかにし、今後の研究課題を提示することであった。 
 
３．研究の方法 
（１）文献調査 

日本の福祉避難所、海外の要配慮者対象の避難所の設置・運営に関わった自治体の取組状況・

課題・対策の情報収集を行った。 

 

（２）インタビュー調査（日本・タイ） 

本学による倫理審査承認後、半構造化面接による質的研究を行った。国内対象者は被災経験が

あり、福祉避難所の設置・運営に関わった自治体等の職員とした。主な調査項目は要配慮者のニ

ーズ・避難場所・健康状態、各関係機関の役割・準備状況等であった。水害が多く発生するタイ

でも同様の現地調査を行った。 

 

（３）分析・研究成果発表 

テーマ分析を行い、要配慮者のニーズに合った避難所に必要な要素を抽出し、コーディング、

カテゴリー化を行い、今後の研究課題を提示した。国内外の学会で研究成果を発表した。 

 
４．研究成果 
（１）日本 

 研究対象者は令和元年東日本台風または令和 2 年 7月豪雨で被災し、福祉避難所の設置・運営

に関わった 3自治体および１県の保健福祉または防災部局の職員合計 17 名だった。要配慮者の

ニーズに合った避難に必要な要素に関する 5 テーマ＜要配慮者の避難場所の振り分け＞、＜一

般避難所の福祉スペース活用＞、＜適切な福祉避難所の指定＞、＜県による自治体支援＞、＜地



域住民と自治体の協働による個別避難計画作成＞が抽出された。 

要配慮者のうち、介護サービスが必要な人は介護施設、医療サービスが必要な人は医療機関に

振り分けられ、実際に福祉避難所を利用した人は少数だった。要配慮者が家族や近所の人に助け

られ、一般避難所で過ごした事例が確認された。このことから、一般避難所の福祉スペース活用

が有効だと考えられる。福祉避難所となった保健センターは備品や設備が不十分だったことが

確認され、生活する場としては介護施設等が適切かもしれない。福祉避難所の開設には県災害チ

ームや県介護福祉士会との連携が重要だと示唆された。個別避難計画では介護施設や医療機関

に避難しない要配慮者の避難のあり方について、生活環境が整備されている場所が提供できる

かという視点を加味して、地域住民および自治体と議論を進めることが必要だと考えられる。 

 
（２）タイ 

 研究対象者は 2022年台風 7号（Mulan）で被災した 2自治体（人口 3万人程度）において、高

齢者や障害者の避難を支援した保健医療または防災部局の職員合計 3 名だった。高齢者や障害

者のニーズに合った避難に必要な要素に関する 3 テーマが抽出された。 

＜自治体とコミュニティとの協働＞では、毎年、自治体がコミュニティリーダー、寺、学校な

どと協働して防災計画を作成していた。自治体は平時から福祉サービスを受けている高齢者や

障害者の人数や居場所をだいたい把握できていた。避難場所は市役所、寺、学校、福祉センター、

ホテル、企業等だった。避難は自治体職員や家族が支援し、車やボートで移動した。避難場所で

は家族がケアした。平時から自治体とコミュニティが対話を続け、お互いに高齢者や障害者の情

報を把握し、防災対策を推進していくことの重要性が示唆される。 

＜指揮命令系統の確立＞では、市長が現地対策本部長となり、対応した。防災部門は市長直轄

の指揮命令下にあり、さらに平時から自治体内の全部門が毎月会議を行い、十分に情報共有やコ

ミュニケーションを図れていたことが分かった。発災時は県知事が市役所で業務を行うなど決

断が早かった。県知事が軍隊派遣要請を行い、軍隊がまとまった仕事を支援し、大きな役割を果

たした。平時から自治体内で組織横断的に高齢者や障害者に関する情報共有すると共に、自治体

が県レベルともコミュニケーションを強化していくことが必要だと考えられる。 

＜地域ボランティア・民間企業等による支援＞では、民間企業からの寄付が多く、様々な年代

の地域ボランティアが食事や物資を届けたり、土のうを準備するなどした。災害対応には行政以

外の民間組織や住民による支援の力を活用する可能性が示唆される。 

 

（３）今後の研究課題 

①福祉避難所の実態 

  本研究では福祉避難所を利用した人は少数だったこと、福祉避難所の備品・設備が不十分だ 

ったこと、一般避難所の福祉スペースが活用されたことが明らかとなった。先行研究でも福祉  

避難所数の不足、入所者がいるため収容人数が限定的、介護者の不足等の課題が指摘されて 

いる。今後、福祉避難所のあり方および一般避難所の福祉スペースのあり方の検討が必要であ 

る。また、介護者、物資・医薬品等が適切に配置できるような仕組づくりも求められている。 

 

 ②在宅避難者の実態 

 今後、高齢者数増加に伴い、発災時に高齢者の在宅避難者が増加することが想定される。高 

齢者や障害者における在宅避難者がどのような人たちなのか、課題は何かなど、在宅避難者に 

関する実態を明らかにする必要がある。そのような実態をタイムリーに効率よく情報収集す



る仕組および訪問介護の早期復旧等の在宅避難者支援の仕組を確立していく必要がある。 

 

 ③個別避難計画の実行性 

  本研究では地域住民と自治体の協働による個別避難計画を作成していく重要性が示された。 

行政、医療機関、介護施設、近隣住民、本人、家族・介護者の役割は明確になっているか、在 

宅避難者の対応も含め、発災時に機能する計画となっているかなどの検証が必要である。 
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